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建築工事の構造設計について（通知） 

 

 

標記について、関連文書に基づき、防衛省が実施する建設工事（ただし、整備工事 

及び提供財産保全工事を除く。） のうち、通信鉄塔を除く建築工事について、下記の 

とおり定めたので通知する。 

  

殿 



 

 

記 

 

１ 構造設計の実施においては、次に掲げる基準等を活用する。 

（１） 建築構造設計基準 令和３年版（令和３年３月３０日国営建技第２１号） 

（２） 建築構造設計基準の資料 令和３年版(令和３年３月３０日国営建技第２１号） 

（３） 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説 令和３年版（監修：国土交通

省大臣官房官庁営繕部、編集・発行：一般社団法人公共建築協会） 

 

２ 既存壁式鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断においては、「既存壁式プレキャスト 

鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断指針」（監修：国土交通省住宅局建築指導課、 

国土交通省国土技術政策総合研究所、独立行政法人建築研究所、発行：財団法人日本建 

築防災協会）を活用する。 

 

３ 耐震診断（前項に係るものを除く。）及び耐震改修においては、次に掲げる基準等を 

活用する。 

（１） 官庁施設の総合耐震診断・改修基準及び同解説 平成８年版（監修：建設大臣官 

房官庁営繕部、編集・発行：財団法人建築保全センター） 

（２） ２０１７年改訂版 既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準 同解説（発 

行：一般財団法人日本建築防災協会（国土交通大臣指定耐震改修支援センター）） 

 

４ 鉄骨造の建築物の構造形式においては、梁間寸法がおおむね４０メートルを超える 

もの（大スパン構造）は、敷地条件等の特殊な事情によりやむを得ない場合を除き、

原則として落雪を目的とした屋根を採用する。 

 

５ この通知に定めるもののほか、この通知の実施に関し必要な事項は、別に定めるもの

とする。 
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